


北九州市の本当の課題

①人口減少
加速する少子高齢化、若年層の人口流出
市民ニーズとの施策のギャップ
（時代に合わせた事業見直しが進まない）

②財政危機
（将来、財政破綻しそうなまち全国２位）

増加し続ける市債残高、義務的経費の増大、市税収入の低迷

③経済の停滞
この１０年間、市民総生産、地価は政令市ワーストレベル

④まちの対外的な評価が低い
全国的な認知度不足、治安イメージの悪さ

⑤防災・安全の不安
自然災害の増加、国際情勢の不安定化、
在宅高齢者の増加、過疎エリア発生
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北九州市の人口流出入動態

人口流出は徐々に減っているが外国人の寄与が大きい



*コメントは仮説

出所：総務省統計局_住民基本台帳人口移動報告
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北九州市の転入出超過数
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北九州市で働いているのに、近隣の
市町村に引っ越している
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北九州市の転入出超過数を見ると、10〜19歳の転入超過数が多くなっている一方で0〜9歳、
20〜39歳の幅広い世代で転出超過数が目立っている。

出産後の引っ越しによる減少

人口流出は子ども、若者、中高年の全世代で見られる



北九州市は

人口減と

財政難の波に

ぶつかっている

人口減少

さらなる人口減少

人口流出が、公共交通の縮小、空き家増加、
自治会の縮小など地域衰退を招く構造



（日本経済新聞 令和３年１１月２４日）

財政破綻しそうな都市全国ワースト２位との分析あり



北九州市
第3位

(出典）2022.922.東洋経済オンラインより：政令市のWEBサイト公開の月額報酬より推計

市議会議員の報酬水準（政令指定都市ランキング）

他方、市議会議員報酬レベルは全国トップ３に入る
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※出典：国土交通省公示地価、各政令市市民経済計算（地価変動率H23～R3 市内総生産H23～H30）

※市内総生産は、公表期間の関係で対象期間と一致しない場合がある。

北九州市
最下位

過去１０年の政令市の地価変動率と経済成長率
市内総生産伸び率（縦軸）と地価変動率（横軸）

約１０年間、経済成長率と地価上昇率は政令市最下位
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１人あたりの「稼ぎ」も突出した下落傾向にある



① まちを経営します 【結果主義】
「よそは特別、うちはどうせ・・・」を変える！消極主義からの脱出。
対外的な価値・評価の向上。行政に依存しない民間投資の促進。

②「前例踏襲」打破します 【挑戦主義】
つねに、先に起こるリスクや国・海外の動きを察知し、
前例や国・県・他都市の様子を待たない、
「挑戦型」の自治体運営。
「できない」理由の既得権とさようなら。

③‟本当″の「市民満足度」を重視 【市民至上主義】
本当の市民（顧客）の満足度と実態をデータで直視し、
分析したうえでの根拠に基づく政策を実施。



①「聖域なき行財政改革」を断行する。
●「行政コストの削減」への市長報酬１割カット、議員報酬見直し要

請、公共施設運営・維持見直し（進捗管理）

●「官民財政再建チーム」を結成し、民間目線で財政運営の見直し

●データ分析（ＥＢＰＭ）、マーケティングによる事業・予算見直し

●既得権化している契約方式・補助金の見直し、不当要求の撲滅

●デジタル決済など行政手続き簡素化、LINEの市民参加型通報シ

ステム、「縦割り・お役所対応」の解消

②「子育てしたくなる」「子どもがイキ
イキ育つ」環境づくり。

●「いつでも待機児童ゼロ」へ、保育所送迎ステーション事業の試行

●子育てサポート施設（産前産後ケア・病児保育）の増設

●「子育てバリアフリー計画」による子ども連れ施設、遊び場、ケア

環境の整備

●放課後活動の充実など学校施設を活用した「遊び・学び」の活動

支援、不登校対策、給食の質と量の向上、教員の負担軽減

③高齢化でも安心・安定な生活を守る。
●運動と食、家庭医機能・認知症予防で「健康で長生き」を実現

●高齢者の在宅生活を全面サポート（バス・モノレールの充実、住

まいのセーフティネット、在宅医療環境、孤立対策）

●地域・コミュニティ活動の支援（自治会加入促進、負担軽減）

●市民センターの機能強化・多目的利用化

●「空き家問題」の対策強化（売却・改修・活用を官民タッグで）

④「わくわく・期待感」あふれる
まちづくり。

●地域資源を活かしたまちづくり（小倉・黒崎の再開発加速、若松

の観光地化、国家戦略特区規制緩和、民間投資の促進等）

●若者が集う「ｅスポーツ拠点」の整備、サブカルの振興

●「英語教育特区」「英語特化型小中一貫校」の創設

●若年世代の移住・定住政策の抜本的強化（伴走型の起業支援、

最先端の理工系教育、ベッドタウン化戦略）

●ギラヴァンツＪ１昇格目指した経営支援強化



⑤「若者を取り戻す」次世代・グローバル産業を誘致・強化。
●空港・港湾を最大限活用したアジアをリードする物流拠点化

●洋上風力・潮流発電など再生可能エネルギー施設の整備・拠点化

●充実した都市インフラ・災害の少なさを強みに国内外企業の積極的誘致・投資促進、中小企業

経営支援、後継者確保・海外展開支援

●技術、デザイン、経営を学ぶ環境、企業マッチング、資金とカルチャーが集う「ものづくり起業地

帯」の創造

●野心的な次世代産業（ＩＴ・宇宙・半導体）の誘致・育成に着手

⑥絶対的な安全・防災・防犯対策。
●災害時の避難体制の強化、シェルター整備の検討

●半グレ対策、暴力団対策の徹底推進、AI防犯の試行

●浸水・治水対策のインフラ整備促進

●通学路の安全対策強化、ヒヤリハットマップ、防犯カメラを増設

⑦まちのイメージを一新、認知度を向上。
●民間マーケティング手法を活用した広報戦略

●「挑戦する取組み」で明るいニュースを全国展開、国内や世界への市長トップセールス

（※）これら基本政策を含めた網羅的な公約については、順次、公式ウェブサイト等にて公開致します。


